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産業別給与所得分布の推移と形態

早 見 弘

1問 題 と 資 料

日本経済が高度成長過程をたどっているなかで,そ れを支えてきた雇用労

働者の所得分布は,ど のように変化 してきたか,ま たその分布を産業別にみ

た場合,ど のような特徴が認め られるか,そ の特徴はなにが原因となってい

るのであろうか。 これ らの問題を解明する1つ の試み として,こ の稿は 「民

間給与所得者」を対象 として,そ の所得分布の推移 と産業別形態を求めよう

と思 う。

雇用労働者の所得は,い うまでもな く労務の対価 として支払われた賃金 ・

俸給 ・賞与などか らなっている。 この分布が注 目されるのは,先 進諸国にお

いては賃金 ・俸給などの分配国民所得に しめる比重が高 く,か つ成長が著 し

いとい うだけではない。雇用労働者は就業者の多数を しめ,彼 らの所得分配

の公正をめ ぐる価値判断によって,政 治や社会を動かす原因ともな りうるか

らである。平等主義的分配観にもとつ く主張は,労 働者階級へのより多い分

け前と,よ り平等な 受取 り額の獲得を 目指すであろうし,機 能主義的分配

観に立つ主張は,恩 情主義的分配がもた らす資源配分の悪調整を指摘 して,

競争市場 と効率的投入比率が生みだす所得分配 こそ,平 等主義者の論拠 とも
(1)

な っ て い るmeri七cracyの 実 現 に 役 立 つ と反 論 す る 。

*本 稿 の大 要 は,7月3日 の経 済 研 究 会 で 報 告 した も ので あ るが,そ の際,麻 田,

増 井 両 教 授 か ら コメ ン トを受 け た.ま た,別 表1の 計 算 は 本学 計 算 セ ンタ ー の
OKITAC-5090Hを 使 った が,計 算 の プ ロ グ ラ ムは 竹 内 清 教 授(東 北 大 学)お

よび 同 教 授 ゼ ミOB平 野 文 彦 氏(日 本IBM)の 御 援 助 に よ る も ので あ る.記 し

て 謝 意 を表 した い 。

(1)(]f・M・Friedman,CapitalismandFreedom(ChicagoUniv.Press,1962),

chap.x;H.Wallich,The・CostefFree40m'Conservatismana.IV〈roaernCaPitalism

(Col】ier,1962),chap.4・
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この よ うな分 配 の 公正 論 争 に は,所 得 の機 能 別分 配(functionaldistribu-

tion)と 規模 別 分 布(sizedistribution)の2つ の問題 が,し ば しば平 行 して

語 られ る こ とが 多い。 しか し,賃 金 ・俸 給 の分 け 前 が 大 き くな ることと,個

人 また は世 帯 が 受 け 取 る労働 所 得 の平等化 とは,必 ず しも結 び つ か な い。 事

実 と して は,賃 金 の 分 け前 が ふ えた 時 に,労 働所 得 の 分 布 も平 等 化 した とい

え ることも多いが,機 能 別 分 配 の比 重 と規 模 別 分 布 の平等化 は必ず しも平行

しな い。 この2つ を結 ぶ 理 論 が 確 定 して いな い ばか りか,所 得 分 布 の理 論 そ

(2)

のものも極めて多彩である。分配の公正についての平等主義的見解 と機能主

義的見解のいずれにとっても,事 実の検証 と仮説をともなわずに,判 断の相

異だけが対立点となった時代は とうに過 ぎ去っている。われわれは,古 い問

題に新 しい資料 と分析方法をもって答えなければな らない。

ここで対象 とした資料は,国 税庁総務課編r民 間給与の実態 民間給与

実態調査結果報告 一』(以下,「民給調査」とよぶ。)である。 この資料 は源泉

所得税の課税状況を中心 とする税務統計であるが,つ ぎのような性質をもっ

ている。(1)民 間部門の給与所得者を 対象 とす ること。 源泉所得税の対象者

であっても,日 雇労務者,国 家 および 地方公務員,公 社職員,駐 留軍関係

従事員は除かれる。 ② 個人単位の年間給与所得を 内容 とする。 個人単位で

あることでは,労 働省大臣官房労働統計調査部編 『賃金構造基本統計調査報

告』(以下,「賃金構造調査」とよぶ。)の 「常用労働者」を対象 とする資料 と類似

す るが,「 民給調査」では年間の賃金 ・俸給および賞与総額がわかる。「賃金

構造 調査」では,調 査月の平均支給額および所定内給与 と,前 年に支給 され

た平均賞与額が記載されている。 ⑧ 免税点以下の 給与所得者が 除かれてい

る。 この点か ら指摘 されることは,給 与所得者でも高額所得者に偏 った統計

であるといえるのであるが,そ うだとしても戦前の第三種所得税統計の対象

(2)KBjerke,"SomeIncomeandWageDistributionTheories,"Weltwir彦 一

schaftliches肋 肋(1961),pp.46-66;"IncomeandWageDistributions,

PartI:ASurveyoftheLiteratureノ'Revieoσ(ゾlnco〃reandVVealth,Series

16・no・3(Sept・1970),PP・211-20・;H・Lyda】LTheS〃uo彦ure(ゾEarnin8s

(OxfordUniv.Press,1968).
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範囲か らみると(昭 和14年 では,188万 人),戦 後は格段 と広い(第1表 参照)。

このような性質をもつ 「民給調査」であるが,こ の資料を用いた実証分析

はかな りの伝統をもっている。戦前を対象とするものでは汐見三郎教授,早

川三代治教授,高 橋長太郎教授による所得分布係数の計測がある し,戦 後を

対象 とするものでは,林 栄夫教授,貝 塚啓明 ・新飯 田宏助教授および村上雅
(3)

子助教授に よる所得税 の所得再分配効果 の検証が あ る。早川教授,高 橋 教 授

の研 究 は企 業 別 ・産 業 別賃金 分布 の特性を求め られ,そ の他 の研 究 は 主 と し

て全 産 業 ・全給与所得者 を対象 と した所 得分布を計測 されている。 この稿 は

産業別給与所 得分布の推移 と形態に中心をおいてい る。 「産業別」に力点を

お くな らば,「 民給 調 査 」 よ りも 「賃 金構造 調査」 を使 ったほ うが,よ り望

ま しい結 果 が え られ るか も しれない。 しか し,所 得 分 布研 究 に とって 必 要 な

所 得 階級別人員分布資料 は,「 賃 金 構 造 調査 」 で は 所 定 月間 給与階級別人員

があ るのみで,月 給 に数 倍 す る賞 与 の分 布統 計 を欠 いている。 また階級内の

総所得額が記載 され ていないので,階 級 値 と度 数 とを掛 け て所 得 額 を推定 し

なければな らない。 その うえ,最 上 位 の オ ー プン階 級 につ い て,そ の ク ラス

の所 得 分 布 の型 を 推定 しなければ,最 上 位 階 級 の 人 員 お よび所 得 額 が判定で

きない とい う不便 さが あ る。 この よ うな不便 さは,そ れ 自体 と して興 味 あ る

問 題 で あ るが,当 面 の 問題 と して は 回避 してお くことに した。た だ,産 業 別

所 得 分 布 の 形 態 を 説 明す る 場 合に,部 分 的 に 補 助 資料 と して 「賃 金 構造調

査」 を利用 した。

(3)汐 見三郎r国 民所得の分配』(有 斐閣,1941);「 所得の分布 と累進税」 日本統

計学会編r国 民所得 とその分布』(日 本評論社.1944)所 収.

早川三代治 「所得分布に関す る諸考察」上掲書所収;「 賃銀の分布に関す るノ
ー ト」『商学討究』第1巻1号(1950年11月) 。

高橋長太郎 「日本の所得分布」r経 済研究』第5巻2号(1954年4月);r所 得

分布の変動様式』(岩 波書店,1955年),

林 栄夫 「階級別 ・種類別の所得分布と税負担の問題」東京都立大学r経 済 と

経済学』第4号(1955年3月).

貝塚啓明 ・新飯田 宏 「税制の所得再分配効果」 館 ・渡部編 『経済成長 と財

政金融』(岩 波書店,1965年)所 収.

村上雅子 「財政による所得再分配,昭 和28～39年 」 藤野 ・宇田川編 『経済成

長 と財政金融政策』(勤 草書房,1967年)所 収.
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こ こで 対 象 とす る 期 間 は,1955(昭 和30)年 か ら1966(昭 和44)年 まで の

IS力 年 間 で あ る。 この限 定 を 「民 給 調査」 についてい うな らば,産 業 区 分が

大 分 類 に 整理 され,階 級 別 人 員 と所 得 額 が ま とめ られた資料 になった のは,

1955年 以 後 で あ る こ とに よる。 また 日本経済 の 成長経過 にそ くしてい うな

らば,戦 後 の復 興 期 を 脱 して高 度 成長 過程を歩みつつあ る期 間にわた り,成

長 と所 得 分布 の関 係 か らみ て も興味 ある問題 を与えて くれ る点 にある。

皿 『民間給与実態調査』の対象範囲

は じめ に 「民給調査」 におけ る対象人員 と所 得額の カバ レ ッジを把握 して

お こ う。 第1表 は,総 理 府 統 計 局 編 『労 働 力 調 査 』 との 比較 であ る。i欄

に よる と,雇 用者 総 数 に しめ る民 間 給 与所 得者数(納 税者および失格者を問わな

い)の 比 重 は,30年 代 初 期 の61%か ら40年 代 に は80%に 拡 大 して い る。

第1表 各 種 資 料

暦 年

賄和
1955(30)

1956(31)

1957(32)

1958(33)

1959(34)

1960(35)

1961(36)

1962(37)

1963(38)

1964(3g)

1965(40)

1966(41)

1967(42)

1968(43)

1969(44)

労 働 力 調

、(α)(わ)

1就 業 者i雇 用 者
「

41,190

41,970

43.030

43,240

43,680
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16,900

18,230

19.570

20,500
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勤 続 者

8,219.0

8,744.8

9,431.4

10,268.0

10,855.0

11,715.5

12,963.1

14,104.8

15,249.2

16,122.9

17,169.9

18,277.1

1g,772.9

20,676.3

22,066.3
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da/d

8

4

9

9

7

9

6

8

1

7

5

4

2

6

7

7

6

7

8

5

7
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8

8

5
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6

8
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1
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者
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2,014.5

2,346.8

2.514.9

2,273.2

2,783.9

3.260.4

3,582.7

3,483.3

3,653.6

3,812.4

3,648.6

3,757.3

4,381.2

4,372.1

4,847.7
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残 りの39%な い し20%の 雇 用者 が,所 得 税 免 税 点 以下 の人 員 と推定 され る

が,毎 年 所 得 税 の課 税 最低 限度 の 引上げ に もかかわ らず課税対象者が増加 し

てい く傾 向が ある。雇用者 の増 加は,就 業 者 に ふ くまれ る 自営 業 主 お よび家

族従業者の減少 と平行 して生 じてい るので,自 家就 業 か ら雇 用労 働 者 へ の 転

換 が,こ の10年 間 に急 速 に進 んだ こ とが わ か る。 その うえ,雇 用者 の対 前

年 増 加率(c欄)が33年 か ら40年 に か け て5%前 後 の 増 加 率 で あ った と き

に,民 給 人 員 は か え って急 激 な増 加 をみてい る(θ および ん欄)。 これ は所 得

税 対 象 者 の増 加 で あ り,ま た所 得 税 の大 衆 化 を物 語 る ものである。

民給所得者 の80%(15年 間の変動幅は73.5～82.9%で あ り.ほ ぼ安定 している。)

は,1年 以上 勤 続 者 が しめ る。 この 人員 が,本 稿 の産 業 別所 得 分 布 の対 象 者

で あ る。30年 に822万 人だ った もの が,15年 後 に は2,210万 人,年 率7.4

%の 増 加 で あ る。 この増 加 率 は 雇 用者 のそれ よ りも,ま た参 考 に掲 げ た 国家

の 対 象 人 員 (1,000人,%)
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4,210
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5,174
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11,552.2

11,863.1

12,236.6
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15,144.5
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15,065.3

16,076.0
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6,728.6
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(78.1)
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72.0
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69.6

70.3
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68.6

68.6

68.4
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および地方公務員,公 社職員の増加率(為 欄)を も上回わっている。 雇用面

か らみた政府部門の拡大テンポは,人 員のウエイ トおよび増加率でみ る限 り

民間部門にかな りの遅れをもっている。

もう1つ 参考資料 として 掲げたのは 「賃金構造調査」にある 「常用労働

者」全産業合計人員(1欄)で ある。 ここに 「常用労働者」とは,(1)期 間を

定めないで雇用される労働者,(2)1月 をこえる期間を定めて雇用され る労働

者,(3)1月 以下の期間を定めて雇用される労働者または 日々雇入れ られ る労

働者の うち調査対象期 日(42年 まで毎年4月,43年 は6月)以 前2月 の各月にお

いて18日 以上,ま たは調査対象期 日以前6月 において通算 して60日 以上同

一事務所に 雇用されたもの
,を い う。 この推定人員は 民給人員に及ぼない

が,男 子労働者(事 務系 ・労務系をふくむ)の 比重が 次第に 低下 しているのが

注 目される@欄)。 「民給調査」に男女別人員が記載 されているのは30年 ま

でなので,産 業別の男女労働者比率の変化は,「 賃金構造調査」(第7表 参照)

と 『労働力調査』によるほかはない。女子労働力の参加は,男 子労働者所得

の減少関数である,と いわれているが,『 労働力調査』の検討か ら梅村又次

教授は,わ が国については所得の減少関数であるとともに就業機会の増加関

数でもあるとされ,と くにこの傾向が著 しいのは,昭 和28年 下期 までの女
(4)

子労働者の増加率であった,と 指摘されている。本稿の対象期間が始 まる以

前に,女 子労働者が切 り開いた 就業機会は,や がて34年 以後における学卒

若年労働者の相対的不足 とあいまって,以 前にもま して婦人によって埋め ら

れてきた とみるべ きであろ う。 実のところ,女 子労働者は 在職期間 も短 く

(平均4.4年 という。),そ の所得は 同年代,同 一職 種をとっても男子労働者 よ

り低いか ら,女 子労働者の増加は産業内そ して恐 らく企業内においても,所

得分布を不平等化する傾向をもつ。

つぎに,民 給所得者の 年間給与総額に移ろう。 ここに 年間の給与総額 と

は,所 得税法第28条 第1項 にかかる 「給与所得」をいい,同 条第2項 の給

(4)梅 村又次r戦 後日本の労働力』(岩波書店,1964年).p・87.
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与所得控除を行な う以前の金額をさす。 この中味は,給 料 ・賃金 ・諸手当お

よび賞与,非 課税部分を超える現物給与,役 員の認定賞与か らなっている。

この給与所得 と対比されるのは,分 配国民所得(当 期価格による。)を構成 する

「賃金 ・俸給」である。「その他の給与および手当」 と 「社会保険雇主負担」

は,比 較の共通性を保っため入れていない。もっとも,給 与所得にも脱落す

る部分がある。それは確定申告 ・修正申告または更正 ・決定等による申告納

税対象 となる給与所得である。 この資料は国税庁総務課編r申 告所得税の実

態一 申告所得税標本調査結果報告一 』およびr国 税庁統計年報書』であ

るが,こ れにもとついて1人 の所得者が2ヵ 所以上の事業所か らえた給与所

得を求めた り,ま た事業所得 ・配当所得等,そ の他の所得 との合計か ら給与

所得だけを抽出す ることは殆 ど不可能である。給与所得者 として申告納税を

必要 とするのは,「 民給調査」がカバーする以上の 高額者に偏るであろ うか

ら,「 民給調査」か ら求めた分布係数は,個 人単位の所得分布をやや過少に

表わ しているか もしれない。 このほか,交 際費や免税の旅費などにも給与所

得 としてふ くめてよい部分があるだろうが,こ れ もその捕捉 と所得階級別の

配分が難 しい。

以上のような制約 もあるが,第2表 によると,源 泉所得税の対象となる給

与所得総額は,分 配国民所得における賃金 ・俸給の60%か ら90%へ と高ま

っている(ブ 欄)。 賃金 ・俸給の比重は,43.5%か ら45%へ と(δ欄),こ の

15年 間に1.5%し かふえていないのに,賃 金 ・俸給に しめる民間給与所得の

比重が,30%も 増加 したのは,人 員の増加についても言えるように,労 働

力雇用化の進展,給 与の上昇および免税点が相対的に低水準にあるためであ

る。事実,民 給総額の増加率が10%以 下であったのは昭和33年 だけであっ

て,36年 には26%と い う驚異的記録さえ残 している。 しかも賃金 ・俸給の .

増加率が低下 した ときには(33年,38年 ～41年),民 給所得も低下す るが,そ

れが上昇す るときには急速な増加率で上昇 してい くという動きをみせる。

民給所得のほぼ93%は,1年 以上勤続者の所得であ り,人 員の比重と同 じ

ように安定 している。 この金額(e欄)は,以 下で しめす ように,11産 業に
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第2表 労 働 所 得 と 構 成 比 (10億 円,%)
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r昭 和40年 基 準 ・改訂 国民所得統計 』(1969年),1965年 以 後はr国 民所得 統計年

報』(1971年)に よ る.

分解 され,所 得 分 布 を 求 め る基 礎 とな る。

以上 の よ うに 「民給調査」 の 人員 と所得 の カバ レ ッジは,30年 代 当初 に

お い て は,雇 用 者 の60%,所 得 の60%を 捉 え るにす ぎな か った が,そ の 後

次 第 に範 囲を ひ ろげ,40年 代 に 入 る と人 員 で は80%,所 得 も80%を 越 す に

い た った。 こ とに 最 近 に お け る 「民給調査」は,高 額 所 得 者 に偏 りあ る とは

い え,い わゆ るサ ラ リーマ ンの 人 員 と所得 の圧倒的多数を抑 えている,と い

って よいで あ ろ う。

この よ うなサ ラ リーマ ンの圧倒的多数は,第3表 に しめ され る よ うに,11

の産 業 に分 か れ て 勤 務 して い る。 「民給調査」 は産業大分類 に よって所得 階

級的 人員な らびに階級別年給与所得 を記載 している。大分類 といって も,例

えば 「賃 金 構造 調査 」 で は 「製 造業」 と して 一括 されてい る部分が,「 民 給

儀
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第3表 産 業 区 分

大 分 倒 摘 要

鉱

建

繊

化

麟 水 産 刻 農業 林業
業

業

業

業

工

工

設

維

学

金属 機械 工 業

その他の製造業

卸 小 売 業

金 融 保 険 業

運輸通信公益業

サービス業その他

水産業

石炭鉱業 金属鉱業 非金属鉱業

総合および職別土建業

紡績業 製糸業 織物業 衣服その他の繊維製品製造業

化学工業 紙および類似品製造業 ガラスおよび土石製品製造

業 石油精製 ・石炭製品 ゴム製品製造業

第一次金属製造業(鉄 鋼業をふくむ)機 械製造業 電気機械

器具製造業 通信機械器具製造業 自動車 ・船舶製造業

食料品製造業 木製品および類似品製造業 計量器 ・測定器 ・

医療 ・理化学機械製造業 出版印刷業(新 聞・製本をふくむ)

卸売業 小売業 百貨店 飲食店業

金融 ・保険 ・信託業 証券および商品取品業 不動産業

運輸通信業 倉庫業 電力 ・ガス・水道業

映画その他の娯楽 病院診療所 私立学校 各種組合 分類不

能の業種

調査」では繊維工業,化 学工業,金 属機械工業,そ の他の製造業の4つ に分

れてお り,逆 に運輸通信公益業については,運 輸通信業,ガ ス ・水道 ・電気

業および倉庫業をまとめている。

所得分布をみるために,ど のような 産業分類を 用いるのが 望ま しいか,

とい う闇題は,労 働市場において同質的技能をもつ労働者の需給が成立 し,

on-job七rainingの 差を除いて,産 業間に賃金の 均衡化格差だけが存在す る

ように分類するのが望ましいであろ う。 しか し,あ る1人 の労働者が どこか

の産業に属する,あ る企業に採用され ようとす る場合を考えてみ よう。彼 自

身には男女の差,学 歴,仕 事の経験,年 齢,家 族の有無などついて回わる

し,一 方の企業側に も労務系か事務系か,大 企業か中小企業か,資 本操備率

の大小など,細 か く見てい くほど労働者 も企業も同質的 グループにまとめる

のは難 しいことになろう。 「賃金構造調査」には以上ほとんどの表章が網羅

され,調 査月における賃金の多次元的構造を知ることができるが,前 述のよ

うに,年 給与額の推定には不便である。 ここでは 「民給調査」の産業分類を
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そのまま使 うことに した。 ただ し,30年 以後の資料には,産 業ごとにあま

り詳 しい業種を掲げていない し,特 定の業種については所属産業を入れ替え

たと思われ るところがある。 例えば29年 の産業分類摘要欄には,石 油 ・石

炭 ・ゴム製品製造業は 「その他の 製造業」に 入っていたが,39年 にいたっ

て 「化学工業」に現われて くる。また,当 初 「金属機械工業」に入っていた

医療 ・理化学 ・光学機械製造業 と時計製造業が,後 年にいたって 「その他の

製造業」に現われて くる。 このような組み替 えが,な ぜ生 じたかは知ること

ができないが,後 述の男女労働者比率では,「 民給調査」に合わせて 「賃金

構造調査」の中分類を整理 してお くことに した。

皿 産業別給与所得分布の測定

1.測 定法の選択

所得分布の測定法には,い くつかの 方法がある。 本稿では ジニ集中係数

(λ)を 使 った。周知のように,こ の係数は ローレンツ曲線 と均等分布線とに

よって囲まれた面積が,均 等分布線を斜辺 とす る直角二等辺三角形に占める

比率を表わ し,係 数がゼロに近づ くに したがって平等化すると定義される。

ジニ集中係数(λ)は,つ ぎのような算式で求め られ る。 γεを所得階級別
(5)

人員の百分比,9dを 低所得層か ら累積 した階級別所得額の百分比とすると,

2司_Σ7巫 土望包
10,000.

ジニ係数を測定法 として選択 した理由は,計 算が簡単であ り,多 くの研究
(6)

業績 もジニ係数を用い てい る とい うことだけではない。2,3の 積 極 的 理 由

(5)大 川 ・宇 田 川 編 『財 政 学 講 義 』(青 林 書 院,1969年).PP・101～2.

(6)ロ ー レ ソ ツ 曲 線 か ら 幾 何 的 に ジ ニ 係 数 を 求 め る 方 法 に つ い て は,J・Mincer,
``Applica七ionsofaNewGraphicMethodinStatisticalMeasurement

,"

∫ournalofAmericanStatisticalAssociati(m,voL52,no.280(Dec。1957),ま

た ロ ー レ ソ ツ 曲 線 の 応 用 に つ い て は,R・Schutz,"OntheMeasurementof

Incomelnequality,"American.Ebonomicj磁 吻 ω,voL41,no.1(March1951),

pp.107-22.お よ びG.B.Hainsworth,"TheLorenzCurveasaGeneralTool

ofEconomicAnalysis,"EconomicRRcord,voL40,n.o.91(Sept.1964),pp.426-

41.

最 近 におけ る 英 米 の 所 得 分 布 の 研 究 につ いては,A・R・Thatcher,"The*
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もある。 第1に,λ は ジ ニ集 中指 数 δ と一 定 の関 係をもち,ま た δ は パ レ

ー ト分 布 が 妥 当す る範囲 一 試算 してみ る と,上 位 か ら20%以 内 で あ るが

は,パ レー ト係 数 α とも一 定 の関 係 を もっている。 したが って,λ,δ,α
(7)

は理論的には一定の関係で相互に転換できるとい う利点がある。ただ し,原

数列か らそれぞれ計算 してみると,必 ず しも理論的な関係を満たさないけれ

ども。第2に,所 得分布の僅かな差異も敏感に反応する点では,え と δは α

より優れている。所得分布は殆 どの場合,正 の非対称分布を しめすので,上

位か ら累積するよ りは下位か ら累積する えと δのほ うが大 きな数値 として

現われ易い。第3に,均 等分布線を判定基準 とする7・は,個 人所得を独立変

*Distril)utionofEarningsofEmployeesintheGreatBritain
,s'∫ournalof

RoyalStatisticalSociety,SeriesA,no.131,Part2(1968),pp.133-81.お よ

びE.C.Budd,"PostwarChangesintheSizeDistributionoflncomein

theU.S∵'AmerioanEconomicReview,vol.60,no。2(May1970),pp.247-61.

(7)パ レ ー ト分 布 は,Nをy以 上 の 所 得 階 級 に 属 す る 人 員,yを 階 級 別 所 得 ま た は

階 級 別1人 あ た り所 得 とす る と,

N=Aダ α(1)

両 辺 の 対 数 を と る と,logN=logA一 αlogy・

ジ ニ分 布 は,5を 高 所 得 層 か ら累 積 した 所 得 額,nをSに 対 応 す る 人 員 とす る

と,

(2)n・=(1/c)sδ

両 辺 の 対 数 を と る と,109n=δIogS-logC.

α と δ の 関 係 は ・ δ==
。lll-i.

ジ ニ方 程 式 に お い て,Σn・ ・N,Sを 総 所 得 額 とす る と

2>=(1/e)5δ

(2)を ㈲ で除 し,@/1>)=x,(s/s)=2と す る と,

万=90

(3)

(4)

(4)式 が ロー レンツ曲線 の方程式 であ る,こ の曲線 と均 等分 布線 に囲 まれた面 積を

μ とす る と,

λ は μ/(1/2)で あ るか ら,

　

μ一去一∫肋
ZiO

÷ ∫励
0

11

2δ 一←1.

λ=互 一と
δ十1.

田 村 市 郎 「所 得 不 平 等 度 の 意 義 及 測 定 法 」 日本統 計 学 会 編 『国 民 所 得 とそ の 分

布 』(1944年),PP・186～7.ま た,H,Dalton,"TheMeasurementofthe

InequalityofIncomes・"Eco7zomiclournal,vol・30(Sept・1920),PP・359-60・
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数 とす る社 会 厚生 関 数 が 与 え られ,限 界社 会 厚 生 の逓 減 関数 を規 定 で きるな

らば,え の変 化 に よ って社 会 厚 生 の 増減 も判定で きる。 こうした性質 は,も

と も と所 得 分 布 の 測定 が た んに 分布を現 わす方程式を検索 し,そ の 当 て はめ

の精 度 を確 立す る こ とよ りも,社 会 厚 生 の分 布 と総 量 に どの よ うに関連す る

かに,問 題 の出 発 点 が あ った こ とを 想 起す るな らば,測 定 法 と して 望 ま し

い厚 生 的 基 礎 を もっている とい うべ きであ ろ う。 こうした 主張は,古 くは

H・Daltonに よ り,ま た 新 し くはR.Bentze1に よっ て 述 べ られ,さ らに

D・J・AignerとA・J・Heinsは,社 会 厚 生 関 数 を 特 定 の 数 式 に 規定 して ,

λ,δ,α な どに よる 所 得 平 等 度 の適 用 範囲を 厚生関数 の タイ プに よって限定

(8)

づけてい る。 この よ うな業績 を顧 る と,「 分 布 の 型 と関 わ りの な い λを 求め

ても,そ の解 釈 に は難 点 が 伴 う」 とい う批 判は回避す ることがで きる。 もっ

とも,λ に は,ロ ー レ ソ ツ曲 線 が 交 差 して も,同 じ数 値 が え られ る こ とが あ

る。 この欠点には十分承知 していなければな らない。
(9)

2.労 働 市 場 の 概 観

は じめ に,こ の15年 間 の 労 働 市 場 の 変 化 に つ い て 概 観 して お こ う。

(1)昭 和30～34年.高 度 成 長 の 開 始 と持 続 が,こ の 期 間 の 労 働 市 場 に 特

徴 を 与 え て い る 。 す な わ ち,国 民 総 支 出 に しめ る民 間 資 本 形 成 は 重 化 学 工 業

を 中 心 と して 著 し く増 加 し,さ らに 軽 工 業,建 設 業,運 輸 通 信 業 へ と波 及 し

た 。 こ のた め 製 造 業 の 雇 用 が 増 加 す る と と もに 投 資 の 波 及 に よ っ て 建 設 業,

運 輸 通 信 業 に お い て も,さ らに 卸 小 売 業,農 業 に も影 響 を 与 え,労 働 市 場 の

規 模 が 拡 大 した 。

若 年 人 口は 増 加 した が,進 学 率 の 急 上 昇 に よ っ て 中 学 卒 業 者 の 就 職 希 望 者

が 減 少 しは じめ た が,高 校 卒 業 者 の 求 人 難 まで に は い た らず,若 年 労 働 力 人

(8)H.Da】ton,乃 掘.

R.Bentzel,"TheSocialSignificanceofIncomeDistributionStatis七ics,"

Review(ゾIncomeandレVealth,Series16,no.3(Sept.1970),PP.253-64・

D.J.Aigner&A.J.Heins,"ASocialWelfareviewoftheMeasuremellt

ofIncomeEquality,)tゴ わ鼠,Series13,no.1(March1967),pp.12-25。

(9)こ の小 節 は,津 田真激r日 本 の労務管理 』(東 大 出版会,1970年),第4章 に よ

ってい る.
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口の企業規模別配分には顕著な変化は現われていない。一方,農 業では就業

者数の大幅な減少がみ られ,農 村を出た学卒者は製造業に41%,サ ービス

業に21%,卸 小売業に18%な ど,い ぜん として 第三次産業に雇用される傾

向が強かった。

大企業における労使関係は,新 規雇用の若年労働力を底辺 とした ピラ ミッ

ド型従業員年齢構成に支え られて,年 功序列賃金格差の完成をみせた。 こう

した大企業の賃金上昇は,ベ ース ・ア ップによるよりも定期昇給制によるほ

うが大 きかった。

② 昭和35～40年.高 度成長が持続 し前期 と同じく労働需要は強調であ

ったが,こ の期にいたって若年労働力の供給不足が生 じ,求 人倍率は中 ・高

卒業者 ともに3倍 をこえた。雇用者はこの期も製造業とくに金属機械工業な

どを中心に増加 し,し かも大 ・中 ・小のどの企業規模でも増加 した。

大企業は初任給の大幅な引上げをおこない,学 卒者については産業間で同

等の水準に達 したので,30歳 までの 年齢層については 規模的賃金格差は消

滅するにいたった。中小企業では中 ・高年層の雇用がすすみ,年 齢別構成に

おける規模別相異がほ乏んどな くなった。中高卒者の供給不足 とは逆に,大

学卒業者のみが一一貫 して増加 したので職員層が急速にふえ,こ れまで大学卒

の重要な就職先であった第三次産業か ら,第 二次産業への就職がふえ,か つ

中小企業の雇用が 目立ってきた。

この時期の特徴 として,若 年労働力の産業間 ・企業間移動が激 しくなった

ことがあげ られる。 これは全産業 ・全企業規模における若年労働力需要の強

調を反映 して生 じたことであるが,男 子については製造業か ら建設業 ・運輸

業へ,女 子については卸小売業 ・サービス業間の移動が激 しかった。

(3)昭 和40年 代.30年 代 とは質的に異なった労働市場の状況が予想され

る。1つ は出生率 ・死亡率が ともに欧米水準を下回わ り,人 口構成が高齢化

してい く一般的傾向がある。新規学卒者の供給不足にともなって企業間での

引抜 き,広 告による転職,女 子労働力の大幅な参加がいまや常態 とな りつつ

ある。 こうした状況のなかで,30年 代末までに解消 してきた30歳 以下の規
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模別賃金格差は,30歳 以上の格差縮小に 引きつづいてい くとともに,そ れ

以下の年齢層では賃金上昇率が相対的に鈍化 しはじめ,若 年層の規模別格差
(10)

が拡大す る傾向をみせは じめ ている。

3.産 業別 給 与所 得 分布 の特 徴

この よ うな労働市場の推移 のなかで,給 与所 得 者1年 以上 勤 続 者 に つ いて

の ジ ニ係数 は,つ ぎ の グ ラフの よ うな 動 きを た どってい る(別 表1参 照)。 こ

の15年 間 の動 きを み る と,つ ぎ の よ うな 諸 傾 向が 見 出 され る。

(1)所 得 分 布 の平 等 化 傾 向.全 産業 の 係数 に 代 表 され る よ うに,給 与所

得 者 の所 得 分 布 は,32～34年 に い た る まで 不 平 等 化 して い た が,そ れ 以 後 は

平 等化 の傾 向を しめ してい る。第4表 は 別 表1の ジ ニ係数 か ら,産 業 別 の傾

向線,λ の平 均 値(λ),そ の標 準偏 差(σ)お よび 変動 幅(Range)を 求 め,

それ を ま とめ た も ので あ る。 グ ラフの観察を裏づけ るよ うに,傾 向線 の年 あ

た り変 化 係 数 は す べ て マイナスで,平 等化 傾 向 を しめ して い る。30～34年

の不 平 等 化 は 見 逃 す わ け に い か ないが,15年 の な か で は2の 上 昇 は0.02程

第4表 ジニ係数 の トレ ン ド,平 均,標 準 偏差 お よび変動幅

傾 向 線 一λ

業

業

業

業

業

業

業

業

業

業

業

他

産∵
鉱

嚥

全

農

鉱

建

繊

化

金

そ

卸

金

運

サ

20==0.4325--0.0070t

、～1==0,3810-0.0043t

λ2==0.2959-0.0030t

え3==0.3606-0.0035t

R4=・0。3829-0。0033t

2,s==0.4104-0.0067t

A6=0.3734-0.0045t

Z7==0.4162-0.0058t

λ8==0.4232-・0.0049t

2g==0.4181-0.0055t

RiO==0.3238-0.0056t

λエ1==0.4014-0.0037t

O.3761

0.3569

0.2722

0.3325

0.3562

0.3569

0.3374

0.3672

0.3837

0.3728

0.2786

σ

0.0357

0.0268

0.0215

0.0187

0.0223

0.0322

0.0279

0.0272

0.0246

0.0273

0.0268
　

・・37171…2・9

Range

0.0959

0.0904

0.0848

0.0663

0.0860

0.1094

0.0939

0.0872

0.0705

0,0984

0.0912

0.0699

⑳ 東 英夫 ・北沢敏男 「賃金構造にみられる最近の変化の特徴とその背景」 西

川俊作編 『労働市場』(日 本経済新聞社,1971年),
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度であるのにたい し,低 下の幅は0.1に も達する。

平等化傾向がもっとも著 しい産業は,化 学工業,金 融保険業,金 属機械工

業,運 輸通信公益業である。 これは傾向線の係数の大 きさおよび レンジの大

小を産業別に順位づけてみた結果による。男女別,学 歴,年 功,事 務系 ・労

務系,資 本集約度,企 業規模の相異な ど,異 質な労働者集団の特性をすべて

無視 した うえで,こ れ らの産業の λが9%以 上 も低下 しているのは注 目す

べき傾向といえるであろう。

このような平等化傾向は,30年 代前半における設備投資の増加と労働市場

のスケールの拡大によって,若 年労働者の雇用がふえ,低 所得 グループがふ

えた こと,後 半にいたってこれ らのグループが中所得層にシフ トし,そ の人

員比 と所得比 とが大き くなったこと,ま たこの期には若年労働者の供給不足

によって低所得層の給与上昇率が高所得層のそれを上回わった ことな どによ

るものとみ られる。新規参入者の コホー トが毎年同じ規模であるな らば,年

功序列型賃金体系に よって分布係数は,ほ ぼ同じになったであろうが,コ ホ

ー ト構成が変化 した こと,な らびに賃金上昇によって,上 記のような傾向を

生 じたものといえる。

② 分布係数の産業間格差.低 下傾向の大小を無視 して,産 業間の λの

レベルを 比較 してみると,平 均的に平等水準の 高い産業 と低い産業 とがあ

る。 グラフでもわか るように,低 位置にあって平等水準が高いのは,鉱 業,

運輸通信公益業である。 この2産 業は第4表 の λおよび 傾向線の定数項の

数値をみても著 しく小さい。逆に,平 等水準が低いのは,金 融保険業,そ の

他製造業,卸 小売業,サ ービス業その他の第三次産業である。繊維工業,化

学工業および金属機械工業の3つ の製造業は,平 等水準か らみるとほぼ同等

な地位にある。

産業間にみ られる平等水準の差異は,産 業別労働力構成の本質的相異に根

ざ しているようである。 この点について,早 川三代治教授は 「同じ工業内の

男女工別賃金統計によると,男 子工員の賃金分布曲線は丘が低 く,そ の裾 も

なだ らかで,正 規分布に近い形を しめすのにたい して,女 子工員の賃金分布
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は峰が高 く,そ の分布範囲も狭 く男子工員の2分 の1ぐ らいである。男女工

員の賃金を合成 した分布が正の非対称度を しめすのは女工賃金の非対称であ
(11)

る。」 と指摘 してい る。 そ こで男女労働者の 賃金別人員分布に よって,こ の

命題 を確 め てみ よ う。 第5表 に よ る と,観 察 され た4年 に つ い て,男 女 労 働

者 いず れ の賃 金 の分 散 も狭 まってはい るが,女 子 労 働 者 の 賃金 分 散 は 男子 よ

り狭 く,し か も歪 度 が 大 きい。 と くに36年 に お け る歪 度 は0.20を しめ し,

第5表 賃金階級別労働者構成比 と特性値

(調査産業計,企 業規模計,%)

定 期 給 与 額
1全 労 働 者

136年139卸2年143年136年i39年i42年;43年136年13・ 年14・年143年

男 子 労 働 者 女 子 労 働 者
ト

～9 ,999円

10,000～19,999

20,000～29,999

30,000～39,999

40,000～49,999

50,∞0～59,999

60,000～69,999

70,000円 ～
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22.719.60.9i1.616.813.9

1i

19.519.1
113
.316.6
}

8.316.6

100.100.
1

り乙

1

0

0

0.4

0。2

7・5

…11・910・OlO・1
0.OO.1
1

100.tlOO.

第 一 ・扮 位(Q、)千 円1・.51i5.5
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分 散 係 数0.93'0.82

歪 度(Sk)0.220.18

(1)特 性 値 は.賃 金 階 級23区 分 よ り算 出.

(・)分散係数一竪

(・)&一輿 轟i並

(4)

21.1{25.4114.3【20.Sl28.434.617.7

31.3137.8121。 。 、9.139.,14,.49.7

46.755.9』9.gS39.55・ ・1「62・912.7
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闘1161
16.019.4
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24・fl29・0

0.4210.41

・・141・・13

『賃金構造基 本統計調 査報 告』,昭 和43年,第1巻,P・71.

(ID「 賃 銀 の分 布 に 関 す る ノー ト」 『商 学 討 究 』 第1巻1号(1950年11月).p・1。

レパ ー ゴ ッ ト も,25歳 か ら64歳 まで の 通 年 男 子 雇 用 者 に つ い て,そ の所 得分

布 が 正 規 分 布 に 近 い こ とを 見 出 して い る.(:f'S・Lebergott,"TheShapeof

theIncomeDistribution,"AmericanEcomomicReview,vo1.49(June1959),

pp.340-1,
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39年 には0.11に 低下 して男子労働者の歪度に近づいたが,そ の後再び正の

非対称度を強めている。男女を合わせた全労働者は,早 川教授⑳指摘のよう

に広い分散 と大きな歪度を表わ している。

女子労働者の賃金分布が,こ のような性質をもつとすれば,女 子労働者を

多 く雇用する産業では必然的に平等水準の低下が予想され る。第6表 は 「賃

金構造調査」の うち,サ ンプル数を増加 した4つ の年における女子労働者の

比率を しめ したものである。全産業では次第に女子比率が高まってい く傾向

がみ られるが,構 造的 に女子労働者の多い産業は繊維工業,金 融保険業,卸

小売業であ り,繊 維を除いた2産 業は平等水準の低い産業である。繊維工業

は"女 性産業"と もいえるほ どであるが,金 融保険,卸 小売よりも平等水準

は低 くはない。 これは女子労働者賃金分布の歪度 と狭い分散 とい う性質があ

ったとしても,低 い給与水準で分布は平等化 し,30%の 男子労働がか りに高

い給与 と正規分布に近い形をもった としても,女 子賃金の集中度を破ること

はできなかった結果 とみることができよ う。

これ とは逆 に"男 性産業"の 代表は鉱業,運 輸通信公益業である。 これ

に近いのが建設業であるが,前2者 が平等水準が高いのは男子賃金の分布が

中所得層に集中 し,10～13%の 女子人員をもって しても,男 子賃金の平等水

準を引き下げ ることができなかった結果である。建設業は女子労働者比率が

第6表 女 子 労 働 者 比 率 (%)
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小さいにもかかわ らず平等水準が低い。高度成長経済のなかで雇用成長率が

変動を伴いなが らも年率14%を しめ したのは この建設業であるが,こ の反

面,1年 未満勤続者の割合が11産 業のなかで もっとも高いのも建設業であ

る。退職 ・転職 ・帰休などによって1年 以内に建設業を去 り,ま た新規に参

入 して,建 設業に携わる者は勤務者全体の20～25%に 達する。 この現象は

30～35年 にかけて強 く現われ,32年 には30%に も達 している。免税点以上

の給与所得者に してこの移動率である。女子が多い繊維工業で さえ移動率は

年平均23%以 下であ り,金 融保険業では17%以 下である。 このように高い

移動率が男子労働者の多い産業にみ られるのは,建 設業における未熟練労働

者の集合離散を物語るものではなかろ うか。男子が多いにもかかわ らず,平

等水準が低いのは,未 熟練労働者の大量雇用 とその高い移動率であろう。

化学工業,金 融機械工業は"男 性的産業"で ある。 化学工業には ゴム製

品製造業のように女子比率4L2%(42年)と いう産業もふ くんでいるが,化

学工業全体のなかで この女子の ウエイ トは 小さい。 金属機械工業には鉄鋼

業のように9.3%と い う"男 性産業"も あれば,電 気通信機械器具製造業

のように39.5%と い う"女 性的産業"も ある。"男 性産業"と"女 性的産

業"を ふ くむ 金属機械工業では,全 体として 女子比率の上昇傾向もみ られ

る。 しか しこれまでのところこれ らの産業の平等水準には顕著な特色はみ ら

れないよ うに思 う。

③ 平均給与所得格差と分布係数 第7表 は 別表2に もとついて,各 年

とも全産業を100と する産業別平均給与所得の指数を表わ した ものである。

民給所得の増加率が もっとも 高かった36年 には,産 業間格差がむ しろ縮小

していることがわかる。このなかでどの年も最高の水準を しめ しているのは

金融保険業である。前述のように,こ の産業は女子比率が高 くしかも平等水

準が低い。平均給与の格段の高さと所得分布の特性は,ど のように結びつ く

のであろ うか。金融保険業では企業規ec1,000人 以上の大企業に76%(42年)

の労働者が集中する。この76%の なかの男子労働者の所定月給は女子の1.6

倍,年 賞与は2.7倍(男 子月給の5.3ヵ 月分)に なる。 この数字を掲げただけ
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第7表 平 給 給 与 指 数

1955

1958

1961

1964

1967

1969

轟麟 鉱業撫i讐1灘 畢蟻1繋 韓 灘幾
1…8176・3レS・gl127・gi1・8・57・ ・6

…一 一
1-■ 一,-

10091.7 99・188・7161・21107・1

10087・4106・192・gi56・892・8

i㍑難i;1講illi謹i

　
198・673・1iU・51125・4'107・169・5

93・7170・6i73・71111・ 197.468.9

曙:鳴:1;溜ll:ltl提:11:1:?1

111.4ρ4.8188.6121.・!117.lig1.1

で も,金 融保険業に 参加 している 男子労働者は,女 子労働者とは隔絶 した

「無競争集団」をつ くっているといえそ うである。

金融保険業についで平均給与が高いのは運輸通信公益業である。 この産業

は男子比率が高 く平等水準 も高いが,1年 以上勤続者の増加率は年率5.5%o

程度であって決 して高 くはない。雇用増加率が比較的低位に止 まっていた こ

とについては,資 本集約度の大 きさが影響をもつといわれている。資本集約

度の大 きい産業ほど雇用増加率が低 く,小 さい産業ほど高い。建設業,卸 小

売業,サ ービス業などは後者のケースである。運輸通信公益業のように資本

集約度が高 く,雇 用増加率が小 さければ,新 規参入者がつ くり出す低所得 グ

ループは,平 等水準には比較的小 さなウエイ トしか与えない。 しか も,こ の

産業では企業規模1,000人 以上に36.3%e,500人 ～999人 に10.1%o,100人

～499人 に28 .4%,30人 ～99人 に12.4%,30人 未満に12.7%(43年)と,

大企業 と中企業の2極 集中的雇用者配分が特徴である。女子比率が小さいこ

とと相 まって,平 均給与では第2位 を維持 し,所 得分布の平等水準も高い。

おそ らく,変 動係数によって分布を表わ したな らば,運 輸通信公益業が平等

水準では第1位 になったであろ うと思われる。

雇用増加率が低 く,平 均給与も低い方ではな く,雇 用者分布は大企業に集

中 して しかも平等水準が高い例は,鉱 業である。鉱業では1年 以上勤続者の

年あた り増加率は,マ イナス7%で ある。小規模企業が整理され1,000人 以

上の企業に58%の 人員が集中する。 鉱業に止まった者は,就 業の限界純利
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益が他産業 より高 くなったか らこそ止まりえたのであるか ら,同 経験,同 学

歴の男子労働者であれば平均給与が高いのは当然である。衰退産業ほど限界

条件が去就を左右す る効果は強いと考え られ る。

以上 とは逆に,平 均給与がつねに最下位なのは繊維工業である。前述の通

り,高 い女子比率が この結果をもた らしていると思われるが,給 与水準の高

低 と企業規模別雇用者配分はこの産業にはあまり説得力をもたない。なるほ

ど繊維工業では30人 未満の小企業に30%の 雇用者が働いてはいるが,小 企

業集中一低平均給与水準 とはいえない。なぜな ら,卸 小売業では同規模の企

業に52.6%も 集中 してお りなが ら,平 均給与では繊維工業を上回っている

か らである。卸小売業の平均給与が繊維工業を上回り,平 等水準がやや劣る

のは,男 子労働者の比率の高さが一・因であろうと思われ る。

このほかの産業における平均給与水準 と平均水準との関係については,あ

まりはっきりした ことはわかっていない。ただ上述の産業についていえるこ

とは,平 均給与 と平等水準 とは 共変関係を しめさないことだけは 確かであ

る。む しろ分散 と歪度とが問題であろうが,そ れ らをとっても各産業の所得

分布の特徴をつ くり出している要因は,決 して一率ではなさそ うである。

W残 され た 問 題

高度成長過程のなかで,そ れを支えてきた雇用労働者の所得水準は,た し

かに上昇 し産業内での 所得分布も平等化がみ られた。 しか し産業別にみ る

と,平 均給与の格差は縮小 しつつあるとはいえいぜんとして残 ってお り,平

等水準も産業的特性を反映 して高低の差は解消 していない。われわれはこの

存在理由をあま りに男女労働者比率におきすぎたかもしれない。 しか し,わ

が国の雇用慣習は男女両グループを異質的な労働力と して扱 うことが多かっ

た ことも事実である。所得分布の理論そのものが,多 くの仮説に満たされて

はいるものの,い まだ多 くを承認せ しめるもののない現状では,以 上の要因

も単純ではあるが無視 しえないように思 う。

ただ本稿で扱った方法は,産 業別とはいえ労働者の性別所得分布をそれぞ
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れ分離 してはいない し,経 験,学 歴,労 務系 ・事務系の区別 もおこなってい

ない。 これ らの特性を共通に した うえで,な お,産 業別に所得分布の差が認

め られるかどうかは,今 後の検討にまたなければならない。

さらに企業規模,資 本集約度の相異が,労 働者の所得分布にどのような影

響を与えているか,本 稿では2,3の 産業について,そ れにふれたところも

あるが,い まだ一般化の域には達 していない。まった く考慮の外においたの

は,教 育の普及と所得分布の関係である。教育の効果は,こ こで対象 とした

15年 間では 扱い切れない 長期的影響力をもつもの と思われ,こ の期間内で

は進学率の上昇と新規学卒者の供給不足による若年労働者の賃金格差の解消

だけが表面化 した影響力であった。本稿は以上の諸問題を発見 しなが ら,産

業別給与所得分布の推移とその形態の摘出に終始 した。

(1971.8.15) '
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